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（内容の要旨）インターネットの普及し、現在のインターネットは情報収集ツールやコミ

ュニケーション手段として一般化されている。インターネットでは、誰もが簡単に情報収

集もしくは情報発信できる時代となってきている。あらゆる情報が飛び交う中、企業は必

要な情報をどうすればユーザ人へ届けることができるのか、疑問に思う。本論では、ダイ

レクト・レスポンス・マーケティングにおけるユーザ行動分析に関する研究を行う。ダイ

レクト・レスポンス・マーケティングとは、広告主が広告を配信した後、ユーザが直接的

に広告主に対してアクションを起こすことを目的としたマーケティング手法である。広告

主が情報発信をした後、インターネットユーザがどういった行動を取るのか、48 通りのセ

グメントを設けて実験を行う。 
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第 1 章 序論 

 1－1 研究の背景 

インターネットの普及は、加速的に行われており、現在の情報収集ツールやコミュニケ

ーション手段として一般化されている。インターネットの利用は一般の国民のやりとりの

中で使われるだけでなく、企業の情報発信としても一般的に活用されるようになってきて

いる。誰もが簡単に情報収集もしくは情報発信できる時代となってきている。あらゆる情

報が飛び交う中、国民は本当に必要としている情報を収集できるのか、企業は必要な情報

を必要な人へ届けることができているのか、どうすれば情報を届けることができるのか、

疑問に思う。本論文では情報発信について、インターネットユーザがどのように取得する

のか、ユーザの行動履歴とともに追っていきたいと考える。 

 1－2 インターネットの利用状況 

まずはインターネットの利用状況から考えていきたいと思う。総務省が公開しているイ

ンターネットの利用状況については、平成 13 年から平成 24 年までの間、右肩上がりで増

加している。平成 13 年には 5,593 万人となっており、人口普及率は 46.3%となっている。

その後減少することなく、毎年増加を重ねている。平成 24 年においては、人口普及率 79.5%

となっており、9,652 万人となっている。ここで言うインターネット利用者の定義は、① 調

査対象年齢は６歳以上。② インターネット利用者数（推計）は、６歳以上で、調査対象年

の１年間に、インターネットを利用したことがある者を対象として行った本調査 

の結果からの推計値。インターネット接続機器については、パソコン、携帯電話・ＰＨＳ、

スマートフォン、タブレット端末、ゲーム機等あらゆるものを含み（当該機器を所有して

いるか否かは問わない。）、利用目的等についても、個人的な利用、仕事上の利用、学校で

の利用等あらゆるものを含む。③ インターネット利用者数は、6 歳以上の推計人口（国勢

調査結果及び生命表等を用いて推計）に本調査で得られた 6 歳以上のインターネット利 

用率を乗じて算出。④ 無回答については除いて算出している。  

 
（※図表 1．出典：総務省『平成 24 年通信利用動向調査の結果』インターネット利用者数

及 び 人 口 普 及 率 の 推 移 ( 個

人)http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/data/130614_1.pdf より） 

） 

個人を対象とした場合のインターネット利用率については、13-49 歳までの年齢層におい

ては 9 割を超えているのが現状である。60 歳以上の利用率は、他の年齢層を比較すると低

い数値となっているが増加傾向にある。また、最近ではスマートフォンも出てきており、

利用端末にも変化が起きている。スマートフォンの普及によりインターネットを気軽に使

える環境が整ってきている。平成 24 年度における個人の各端末別利用率は、自宅 PC が

59.5%、自宅以外の PC が 34.1%、携帯が 42.8%（PHS 含む）、スマートフォンが 31.4%と

なっている。一方企業におけるインターネット利用率の場合、24 年度には 99.9%となって



 

おり、インターネットの利用は当たり前となっている。14 年度も 96.3%と高い数値が出て

おり、一般的なものとなっている。世代別にみると、高齢者の利用者が顕著になっている

ことが分かる。特に 60 代以上の利用者が増えている。60 歳から 64 歳の利用者は、平成 20

年に 63.4%であったが、平成 24 年には 71.8%となっている。65 歳から 69 歳は、平成 20

年に 37.6%だったにも関わらず、平成 24 年には 62.7%である。70 歳から 79 歳は平成 20

年に 27.7%の利用率から平成 24 年には 48.7%となっている。80 歳以上については、14.5%

から 25.7%となっている。10 代から 50 代はどうか見てみると、13 歳から 49 歳までは平成

20 年から平成 24 年の間はどれも 90%を超えており、大きな変動はない。50 代についても

80%となっており、安定している。全体のインターネット利用率が上がってきているのは、

高齢者層の利用が増加していることが寄与している。 

 
（※図表 2．出典：総務省『平成 24 年通信利用動向調査の結果』インターネット利用動向

③ （ 年 齢 階 層 別 イ ン タ ー ネ ッ ト 普 及 率 ）

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/data/130614_1.pdf より） 

インターネットの利用は様々な目的・用途がある。個人の利用では、電子メールの受発信

が 63.2%となっており、その次にホームページ（ウェブ）・ブログの閲覧が 62.6%と高くな

っている。半数以上のユーザが他のユーザとの情報発信及び受信での利用、情報収集を目

的として活用している。反対に利用目的として数値の低いものが、在宅勤務（テレワーク・、

SOHO）、通信教育の受講（e-ラーニング）、電子政府・電子自治体となっている。端末 1

つで多くの情報やサービスを利用できるインターネットの活用は多岐に渡っている。同時

にインターネットにおける産業も拡大している。 

歴史的にみるとインターネットの利用はパソコンがメインであったが、近年ではあらゆ

るデバイスから利用が可能となっている。特にスマートフォンやタブレットは顕著なもの

である。平成 19 年から平成 24 における主な情報通信機器の世帯保有状況について調べた

資料が総務省から出ている。パソコンの保有率は平成 19 年の時点では 85%であったが、平

成 24 年には 75.8%と、若干保有率は下がる傾向にあった。同様に固定電話の保有率も平成

19 年には 90.7%から平成 24 年には 79.3%と下がっており、FAX についても平成 19 年には

55.4%から平成 24 年には 49.5%と下がっている。その分、スマートフォンの保有率か急速

に伸びている。平成 22 年の時点で 9.7%であったが、平成 24 年時点では、49.5%となって

いる。タブレットについても緩やかに普及している。平成 22 年 7.2%から平成 24 年には

15.3%となっており、今後も増加になるのではないかと考えられる。スマートフォンやタブ

レットが増えると、これらの端末からインターネットを利用するユーザが増える。端末別

インターネット利用状況について調べてみると、スマートフォンからのインターネット利

用ユーザは倍増している。平成 23 年には 16.2%であったが、翌年平成 24 年には 31.4%と

なっている。タブレットユーザについても増加しており、平成 23 年には 4.2%だったが、

平成 24 年には 7.9%となっている。上記にも記述したようにインターネットの利用率は平

成 23 年に 79.1%、平成 24 年には 79.5%となっている。この数値からみると、まだまだス

マートフォン・タブレットユーザは少ないと言える。一方でパソコンからのインターネッ



 

トの利用はどうなっているかというと、減少している。自宅のパソコンからの利用者は平

成 23 年には 62.6%であり、平成 24 年には 59.5%と落ち込んでいる。自宅以外でのパソコ

ンからの利用者についても平成 23 年に 39.3%、平成 24 年は 34.1%と落ち込んでいること

が分かる。パソコンからのインターネット利用率が減る中で、全体のインターネット利用

率が高くなっているのはスマートフォン・タブレット利用者が増えていることが大きく貢

献している。 

 
（※図表 3．出典：総務省『平成 24 年通信利用動向調査の結果』主な情報通信機器の世帯

保 有 状 況 （ 平 成 19 年 ～ 平 成 24 年 ）

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/data/130614_1.pdf より） 

 
（※図表 4．出典：総務省『平成 24 年通信利用動向調査の結果』端末別インターネット利

用（人口普及率）http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/data/130614_1.pdf よ

り） 

ではどの世代でどういった端末の利用者が増えているのか見ていきたい。インターネッ

トの世代別個別利用の状況を見てみると、20 代以下のスマートフォンの利用が顕著に伸び

ている。平成 23 年 13 歳から 19 歳のスマートフォンユーザは 18.2%であったが、平成 24

年には 52.9%に伸びている。20 歳から 29 歳について平成 23 年のスマートフォンユーザは



 

44.9%であったが、平成 24 年には 70.6%となっている。平成 24 年における従来の携帯ユ

ーザは 13 歳から 19 歳は 47.9%、20 歳から 29 歳は 51.7%である。平成 23 年には従来の携

帯のほうが利用率は高かったが、平成 24 年になり、その数値は逆転した。30 代では、従来

の携帯 55.0%、スマートフォン 54.8%となっており、ほぼ同数となっている。平成 24 年、

40代は従来の携帯 60.4%、スマートフォン 39.5%となっており、50代は従来の携帯 52.8%、

スマートフォン 20.9%となっている。60 代以上は従来の携帯 23.9%、スマートフォン 3.7%

であり、20 代が最もスマートフォンの利用率が高く、年代が上がれば上がるほど、スマー

トフォンの利用率は下がる結果となっている。一方タブレットについては、30 代 40 代が最

も利用率が高く、12.6%となっている。10 代は 9.8%、20 代は 10.2%、50 代は 7.2%、60

代以上は 2.1%である。スマートフォンは従来の携帯と同等の使い方があるが、タブレット

は 30 代 40 代の中で最も利用率が高いことから従来の携帯やスマートフォンとは別の活用

方法があるのではないかと考えられる。では次に家庭内外での主なインターネット接続に

使う端末についてみていきたい。平成 23 年、家庭内でのインターネット利用の割合を見た

時、自宅のパソコンは 74.9%、スマートフォン 6.0%、携帯電話 16.2%、タブレット 0.8%、

その他 2.1%となっている。平成 24 には自宅のパソコン 66.0%、スマートフォン 17.4%、

携帯電話 12.5%、タブレット 2.3%、その他 1.9%となっている。この数値を見ても分かるよ

うに自宅のパソコンと携帯電話の利用割合が減る中で、スマートフォンは約 3 倍弱の伸び

率となっている。一方家庭外ではどのようになっているかというと、平成 23 年には自宅以

外のパソコン 46.7%、スマートフォン 11.4%、携帯電話 27.3%、タブレット 0.6%、その他

14%である。平成 24 年の数値を見ると、自宅以外のパソコン 37.3%、スマートフォン 27.8%、

携帯電話 18.8%、タブレット 1.4%、その他 14.7%となっている。ここでも自宅以外のパソ

コンと携帯電話の利用率が減り、スマートフォンの利用率が伸びている。 

 
（※図表 5．出典：総務省『平成 24 年通信利用動向調査の結果』家庭内外で主としてイン

ターネット接続に使う端末 

（ イ ン タ ー ネ ッ ト 利 用 者 に 占 め る 比 率 ）【 家 庭 内 イ ン タ ー ネ ッ ト 利 用 】

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/data/130614_1.pdf より） 

（※図表 6．出典：総務省『平成 24 年通信利用動向調査の結果』家庭内外で主としてイン

ターネット接続に使う端末 

（ イ ン タ ー ネ ッ ト 利 用 者 に 占 め る 比 率 ）【 家 庭 外 イ ン タ ー ネ ッ ト 利 用 】

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/data/130614_1.pdf より） 

第 2 章 インターネット広告について 



 

2－1 インターネットの広告市場 

インターネットが普及すると、インターネット上に多くの人が集まる。多くの人が集ま

ることにより、広告の価値も出てきておりその価値は年々高まってきている。インターネ

ット広告の定義とは、インターネット上の媒体に対して対価を払い、各種のコミュニケー

ションを行うことにある。単純にインターネット広告といってもその種類は多岐に渡って

おり、新しい技術も日々進化している。インターネット広告の価値とインターネットを活

用した情報発信ついて触れていきたい。 

まず、インターネット広告の歴史についてだが、インターネット広告が始まったのは、

米国企業ウェブマガジン『ホットワイアード』の掲載とされている。この広告は、1994 年

10 月に 14 社のバナーが掲載された。その翌年にはインターネットは軍事目的以外で、民間

に普及され、ヤフーといった企業が立ち上がった。日本においてはインターネット大手総

合広告代理店の電通がネット広告部門を設立し、その翌年にはインターネット専門の広告

代理店であるサイバーコミュニケーションズが設立された。インターネットが普及し、多

くの人がインターネットを活用するようになっている。 

大手総合広告代理店である電通の出している資料によると、2012 年の総広告費は 5 兆

8,913 億円であり、前年比の 103.2%である。その中でインターネット広告費用は 8,680 億

円であり、前年比 107.7％と推定されている。前年比 107.7%と伸びている要因だが、前年

には震災などの影響があり、市場の成長が鈍化したことが原因であると考えられる。媒体

別の広告費についてみていきたい。下記の表が媒体別広告費及び広告費の伸び率となって

いる。 

媒体＼広告費 
広告費（億円） 前年比（%） 

2010 年 2011 年 2012 年 2011 年 2012 年 

総広告費 58427 57096 58913 97.7 103.2 

マスコミ四媒体広告費 27749 27016 27796 97.4 102.9 

新聞 6396 5990 6242 93.7 104.2 

雑誌 2733 2542 2551 93 100.4 

ラジオ 1299 1247 1246 96 99.9 

テレビ 17321 17237 17757 99.5 103 

衛星メディア関連広告費 784 891 1013 113.6 113.7 

インターネット広告費 7747 8062 8680 104.1 107.7 

媒体費 6077 6189 6629 101.8 107.1 

広告制作費 1670 1873 2051 112.2 109.5 

プロモーションメディア

広告費 22147 21127 21424 95.4 101.4 

屋外 3095 2885 2995 93.2 103.8 

交通 1922 1900 1975 98.9 103.9 

折込 5279 5061 5165 95.9 102.1 

DM 4075 3910 3960 96 101.3 

フリーペーパー・フリー

マガジン 2640 2550 2367 96.6 92.8 

POP 1840 1832 1842 99.6 100.5 

電話帳 662 583 514 88.1 88.2 

展示・映像他 2634 2406 2606 91.3 108.3 

（ ※ 図 表 7 ． 出 典 ： 電 通 『 2012 年  日 本 の 広 告 費 』 媒 体 別 広 告 費 

http://www.dentsu.co.jp/books/ad_cost/2012/media.html より） 



 

 
（ ※ 図 表 8 ． 出 典 ： 電 通 『 2012 年  日 本 の 広 告 費 』 媒 体 別 広 告 費 

http://www.dentsu.co.jp/books/ad_cost/2012/media.html より） 

 
（ ※ 図 表 9 ． 出 典 ： 電 通 『 2012 年  日 本 の 広 告 費 』 媒 体 別 広 告 費 

http://www.dentsu.co.jp/books/ad_cost/2012/media.html より） 

 

名目及び媒体の定義は下記のようになる。総広告費は日本国内に投下された年間（1〜12

月）の広告費である。マスコミ四媒体広告費は、新聞、雑誌、ラジオ、テレビのマスコミ

四媒体に投下された広告費のことである。新聞は、全国日刊紙、業界紙の広告料および新

聞広告制作費である。雑誌は、全国月刊誌、週刊誌、専門誌の広告料および雑誌広告制作

費である。ラジオは、全国民間放送の電波料および番組制作費とラジオ CM 制作費であり、

事業費は含まない。テレビは、全国民間放送の電波料および番組制作費とテレビ CM 制作

費であり、事業費は含まない。衛星メディア関連広告費は、衛星放送、CATV、文字放送な

どに投下された広告費（媒体費および番組制作費）である。インターネット広告費は、イ

ンターネットサイトやアプリ上の広告掲載費および広告制作費（バナー広告等の制作費お

よび企業ホームページの内、商品/サービス・キャンペーン関連の制作費）である。プロモ

ーションメディア広告費は、屋外、交通、折込、DM、フリーペーパー・フリーマガジン、

POP、電話帳、展示・映像他をまとめたものである。屋外は、広告板、ネオン、屋外ビジ

ョンなど屋外広告の制作費と掲出料である。交通は、交通広告の掲出料である。折込は、



 

全国の新聞に折り込まれたチラシの折込料である。DM は、ダイレクト・メールに費やされ

た郵便料・配達料である。フリーペーパー・フリーマガジンは、フリーペーパー・フリー

マガジンの広告料である。POP は、POP（店頭販促物）の制作費である。電話帳は、電話

帳広告の掲出料である。展示・映像他は、展示会、博覧会、PR 館などの制作費、広告用映

画・ビデオ等の制作費と上映費などである。2012 年、ラジオを除く全媒体が伸びているの

は、震災等の影響があったと考えられる。2011 年は、震災の影響で広告露出の自粛が行わ

れた。その反動で 2012 年には広告費が伸びていると考えられる。媒体別の構成比で考える

と、やはりテレビの広告費の割合は高く、30.2%なっている。その次の高いのは、プロモー

ションメディア広告費で 36.4%である。その次はインターネット広告費で 14.7%となって

いる。伸び率についてみていくと、2012 年にはラジオ以外が全て伸びている。雑誌は 100.4%

とわずかだが、衛星メディア関連広告費は 2010 年から連続して 10%以上の伸び率を誇って

いる。なぜここまで伸び率が高くなっているか考えた時、ここでの費用はロンドンオリン

ピックなどが好調となった影響が強い。2012 年は 1013 億円の広告費となり 113.7%となっ

ている。インターネット広告は、衛星メディア関連広告費とまではいかないが、伸びてい

る。8680 億円となっており、107.7%となっている。この 3 年間で伸びている媒体は衛星メ

ディア関連広告費とインターネット広告費のみであり、その他は 2010 年、2011 年は下が

ったところが大きい。広告費全体でみると、2011 年は 97.7%、2012 年は 103.2%となって

いる。マスコミ四媒体広告費だけでみた場合、新聞、雑誌、ラジオは 2010 年、2011 年は

伸び率が下がっているが、唯一テレビだけ 2010 年伸びた。プロモーションメディア広告費

を見ても 2010 年と 2011 年にはやはり下がっている。その時の流行や災害などにより、広

告費は大きく変動することは大いにあるが、そういった災害による打撃がありながらも成

長している衛星メディア関連広告費やインターネット広告費は今後も伸びていくのではな

いかと考えられる。 

2－2 インターネット広告の種類について 

広告といっても多種多様にあるが、インターネット広告に注目してみていきたい。イン

ターネット広告の中でもその種類は多種多様である。まずはインターネット広告の種類に

ついてみていきたい。大きく分類すると、ウェブ広告、メール広告、モバイル広告、リス

ティング広告の 4 つがあり、その中でも手法や形態はさらに細分化される。 

2－2－1 ウェブ広告 

まずはウェブ広告について触れていきたい。ウェブ広告とは、ウェブサイトに表示され

る広告である。このウェブ広告については大きく 2 種類に分けることができる。1 つは定型

内のものであり、もう 1 つは定型外のものである。定型内のウェブ広告は、その名の通り

ウェブサイトのページ内の一部に収まっているものである。定型外広告はウェブサイトの

ページ外に表示されるものである。代表的なウェブ広告の定型内のものは下記のような広

告が挙げられる。 

2－2－1－1 テキスト広告 

テキストによって表示される広告である。バナー広告と違い、文字だけで表示される。

文字の部分をクリックすると別のページに遷移するようになっている。この広告では、複

数の課金方法があり、画像の表示回数に応じて費用が掛かるもの（インプレッション課金

型）、クリックに対して費用が掛かるもの（クリック課金型）、広告主のページに遷移した

後の成約（会員登録や資料請求や購買など）に対して費用が掛かるもの（成果報酬型）、と

いった様々な課金方法がある。 

2－2－1－2 バナー広告 

画像やアニメーション（gif）によって表現される広告である。ウェブサイトの一部に

画像が表示され、クリックすると別のページに遷移するようになっている。サイズは様々

であり、インターネット広告の中でも代表的といえる広告であり、最も広く用いられる手

法である。テキスト広告と同様に、インプレッション課金型、クリック課金型、成果報酬

型、といった様々な課金方法がある。 

2－2－1－3 バッジ広告 



 

バナー広告の一種であり、その名の通りバッジのように小さくどこにでも掲載ができ

るといった意味の広告である。企業名やサービス名をメインとした画像であり、非常にシ

ンプルなものとなっている。 

2－2－1－4 レクタングル広告 

バナー広告の一種であり、サイズが比較的大きめで正方形の形状のことを指す。通常、

300×250 ピクセルのものとなっている。 

2－2－1－5 スカイスクレーパー広告 

バナー広告の一種であり、縦長の広告となっている。通常、120×600 ピクセルのもの

となっている。 

2－2－1－6 バックグラウンド広告 

ウェブサイトのページ背景部分に掲載される広告のことである。リンク機能といった

ものはなく、単純に背景に表示させるものである。バナー広告やテキスト広告と組み合わ

せて使うことが多い。 

2－2－1－7 編集タイアップ広告 

媒体が媒体のウェブサイト内に広告主用の特設ページを作る広告である。媒体のウェ

ブサイト内で作ることにより、ユーザへ広告としての違和感無く訴求することができる。 

 
（※図表 10．出典：ヤフー株式会社 http://www.yahoo.co.jp/より） 

ウェブ広告におけるもう 1 つの種類は、定型外ウェブ広告と呼ばれるものである。代表的

な定型外ウェブ広告は下記のような広告が挙げられる。 

2－2－1－8 ポップアップ広告 

ウェブサイトを開いた際、自動的に一番手前に出現する広告である。ページを開くた

びに表示されるので鬱陶しいと思われることも多々あり、ウェブサイトを開くブラウザの

仕組みでポップアップ広告を制限する機能が備わっている。 

2－2－1－9 エキスパンド広告 

バナー広告の一種であり、バナー広告にマウスを合わせると拡大表示される仕組みを

持っている。通常は、バナー広告のように表示されており、ウェブサイトのページを見る

際には邪魔にならないが、マウスを合わせた時、一時的に表示領域が拡大されるようにな

っている。最近ではマウスを合わせた時だけでなく、バナー広告をクリックした時に拡大

表示されるといった仕組みもできてきている。 

2－2－1－10 フローティング広告 



 

バナー広告の一種であり、ウェブサイトのページ内に出現する広告である。ページ内

コンテンツの上に覆いかぶさるように表示される。ユーザの操作に合わせて表示・非表示、

拡大・縮小されたりする。ページを閲覧する際には邪魔になることもしばしばあり、消去

ボタンが設置されることも多々ある。 

2－2－1－11 インタースティシャル広告 

ページをダウンロードしている間やページ遷移中に表示される広告である。ポップア

ップ広告と比べ、ページのダウンロードしている間にしか表示されないため、ユーザの邪

魔にはならない。 

2－2－1－11 ポップアンダー広告 

ポップアップ広告と同様の仕組みである。ポップアップ広告では、ページの一番前に

出てくるが、ポップアンダー広告では、ページの後ろに表示される。 

2－2－1－12 フルスクリーン広告 

ポップアップ広告と同様の仕組みである。ポップアップ広告では、ページの一番前に

出てくるが、フルスクリーン広告は、ページの一番前に出てきて、尚且つフルスクリーン

で表示される広告である。 

2－2－2 メール広告 

 次にメール広告について触れていきたい。メール広告は、2 種類のメール広告の構成方法

がある。1 つ目は、テキストメール広告である。もう 1 つは HTML メール広告である。1

つ目のテキストメール広告は、画像などが一切なく、文字のみによって構成されている広

告である。HTML メールは、Hyper Text Markup Language メールの略であり、通常のウ

ェブサイトと同様に画像や音声や動画などを表示することができる広告である。HTML メ

ールについては、必ずしも表示が正確にできるかというと、そうでないケースもある。

HTML メールを受信しているメールソフトやインターネットサービスによっては、すぐに

表示されず、制限が掛かっている場合がある。その他、スマートフォンや携帯電話を利用

した場合、端末により HTML メールが開けない場合もある。 

2－2－2－1 迷惑メール 

インターネット広告の中でもメール広告は有効な手段とされているが、問題も同時に

多い。メール広告を配信するには、送付先（メールアドレス）が必要であり、ユーザに許

可を取らなければメール広告の配信ができない。オプトイン形式と言い、メール広告の配

信を行う際は事前にユーザにメール広告配信の許可を得なければならない。許可なしにメ

ール広告を送ってしまうことは違法行為となる。近年、許諾を得ていないメールの配信数

が増えている。この許諾を得ていない迷惑メールは不特定多数に送られ、年間件数は非常

に増えている。2009 年には、1 日平均 146892 万通のメールが送られており、そのうち

104484 万通の迷惑メールが送られている。71.11%の迷惑メールとなっている。 

 
（※図表 11．出典：総務省 電気通信事業者１３社の全受信メール数と迷惑メール数の割

合（２０１３年９月時点）http://www.soumu.go.jp/main_content/000266775.pdf より） 

この数字は総務省が電気通信事業者 13社の全受信メール数と迷惑メール数の割合として公



 

開しているものである。便利になったのは良いものの、迷惑メールが多く、メールに関す

る規制もできている。平成 20 年に特定電子メール法が改正され、特定電子メールの送信の

適正化等に関する法律により、受信拒否をした者への広告宣伝メールの送信を禁止する事

となっている。迷惑メール対策は強化されて、メールが送信可能なユーザはあらかじめ同

意を得た上でないと送信ができない。同意を得た上でないと電子メールを送ってはいけな

いという、「オプトイン方式」導入の改正法は、平成 20 年 12 月 1 日に施行されている。総

務省から特定電子メールの送信等に関するガイドラインというものも出ている。この法改

正では、同意したユーザに対してはメールを送ることができるが、その後、送信に同意し

たユーザから、広告宣伝メールの受信を拒否する旨の通知を受けた場合は、以後のメール

の送信はできないようになる。さらに広告宣伝メールを送信する場合は、送信者の氏名・

名称や、受信を拒否する場合の通知先など、一定の事項を表示が義務付けられている。広

告宣伝メールを送るにあたり、まず送信者に関して、当然ながら送信者情報（送信に用い

た電子メールアドレス、IP アドレス、ドメイン名）を偽って送信することは禁止されてい

る。表示が義務つけられているものは、送信者などの氏名または名称が必要となる。また、

メールの受信拒否の通知のできる旨の記載も必要とされており、受信拒否方法の記載もし

くは送信されたメールへの返信により受信拒否ができる場合についてはその旨を容易に認

識できる場所に記載する必要がある。メール本文の中に第 3 者の商品を宣伝する文言があ

るといった特定商取引法上の販売業者などと送信者などが異なる場合、その文言には販売

業者などの氏名または名称が必要となる。相手方が電子メール広告の提供を受けない旨の

意思を表示するための電子メールアドレスまたは URL が必要となる。その他、送信者の住

所などといった詳細の情報が必要となり、苦情・問い合わせなどを受け付けることができ

る電話番号、電子メールアドレス、URL が必要となる。メール受信者は、メールへの返信

や URL から、受信拒否したい旨を送信者に対して伝えることができる。受信拒否の通知に

あたり、住所、氏名、年齢、電話番号といった個人情報を求められることがあるが、受信

拒否の連絡に際して、個人情報を伝える必要はなく、受信を拒否する電子メールアドレス

と受信を拒否する旨のみだけで問題はない。ただし、例外的に受信拒否の通知を受けた場

合であっても送信できる場合がある。それは下記の 3 点である。①契約や取引の履行に関

する事項を通知する電子メールにおいて、付随的に広告宣伝が行われる場合、②フリーメ

ールサービスを用いた電子メールなどにおいて、付随的に広告宣伝が行われる場合③その

他、広告又は宣伝以外の行為を主たる目的として送信される電子メール（受信者の意思に

反することなく送信されるものに限る）において、広告宣伝が付随的に行われる場合、で

ある。 

また、広告宣伝メールの送信をする場合は、同意があったことを証する記録を保存する

必要がある。保存する必要があるものは、個別の電子メールアドレスについて、同意を受

けた際の状況を示す時期とその方法の記録である。保存期間は、記録の保存に係る広告宣

伝メールを最後に送信した日から 1 ヶ月である。ただし、特定電子メール法に基づく措置

命令を受けた場合は 1 年間となっている。 

これらが守られない場合、罰則が用意されている。送信者情報を偽り、メールを送信し

た場合、1 年以下の懲役または 100 万以下の罰金が科せられる。法人の場合は行為者を罰す

るほか、法人に対して 3000 万以下の罰金となる。架空電子メールアドレスあて送信、受信

拒否者への送信や表示義務違反、同意のない者への送信の場合、総務大臣及び内閣総理大

臣による命令（架空電子メールアドレスあて送信の場合は、総務大臣による命令）があり、

命令に従わない場合、1 年以下の懲役または 100 万以下の罰金が科せられる。法人の場合は

行為者を罰するほか、法人に対して3000万以下の罰金となる。同意の記録義務違反の場合、

1 年以下の懲役または 100 万以下の罰金が科せられる。法人の場合は行為者を罰するほか、

法人に対して 100 万以下の罰金となる。 

 2－2－2－2 ターゲティングメール 

 なぜここまでメール広告が注目されるかというと、その配信手法にある。メール広告の

配信は、許可を取っているユーザに対して送ることができるが、インターネットのサービ



 

スでは、メールアドレスの情報を取得する際、ユーザの他の情報を取得するケースが多い。

インターネット上でサービスを利用する際、会員登録を行うが、その項目はメールアドレ

スだけでなく、名前、年齢、性別、居住地、電話番号、職業、世帯構成といった情報を取

得するケースがある。メール広告はこのようなユーザ情報が分かった上でメールを配信す

ることができるため、ターゲットを絞ることができる。この手法をターゲティングメール

と言い、配信先を絞ることにより効果を上げることができると考えられる。人口統計学的

な属性データである上記の項目により、個人のライフスタイルや消費行動が異なると考え

られるため、ターゲットマーケティングの代表的なセグメント手法として普及してきてい

る。しかし、人々の価値観やライフスタイルが多様化したことで、単純に傾向を当てはめ

るだけでは精度の高いターゲティングはできなくなってきていると考えられる。最近では

単純なユーザ属性の取得だけでなく、より詳細なインターネットの回線利用状況、インタ

ーネットの利用頻度、趣味、興味、関心といった詳細な情報の取得を行うインターネット

サービスが存在してきている。このような詳細の情報を取得しているインターネットサー

ビスは、メール広告の配信も効率的に行えると考えられる。ターゲティングメール広告は

ターゲットを絞る手法だが、ターゲットを絞らずメール広告を配信するケースもある。こ

れをオプトインメール広告と呼ぶ。オプトインメール広告はターゲットを絞らず、ある特

定の分野に関する情報メールの受信を承諾した人に送るものとなっている。その他、メー

ルを使った広告では、メールマガジンの中に数行のテキスト広告を入れるといった手法も

存在している。 

 
（※図表 12．出典：保険ゲートメールマガジン原稿） 

   2－2－3 モバイル広告 

 続いてはモバイル広告について触れていきたい。モバイル広告とは携帯電話向けの広告

のことである。バナー広告やメール広告といったパソコン向けの広告と同様の形態となっ

ているケースが多いが、パソコンで見た際と比較するとディスプレイのサイズが小さく、

広告効果が良いと言われている。携帯電話はユーザが持ち歩くことから、位置連動型広告

と呼ばれる携帯電話の位置情報を利用して、近くにあるお店のローカル広告を携帯電話の

ブラウザ画面に表示するといったモバイルならではの広告配信方法が可能となっている。

また、モバイル広告ではお店の店舗情報と併せて割引クーポンなどを配信することができ、

パソコンではユーザにクーポン情報などの印刷を必須としていたが、モバイルではその画

面を提示することにより利用が可能となり、モバイル広告ならではの利点となっている。 

   2－2－4 リスティング広告 

 そして最後にリスティング広告について触れていきたい。リスティング広告は大きく分

けると下記 2 つの種類に分類される。 

2－2－4－1 検索連動型広告 

検索サイトにおいて入力した検索キーワードにより表示が変わる広告である。ユ



 

ーザがあるキーワード入れて検索をすると、そのキーワードの検索結果と一緒に関連した

広告が表示される。広告主は、どのキーワードでどのような広告を表示させるか自由に設

定が可能である。広告主は、ユーザを絞ることができるため、広告を表示させたい相手に

効率よく広告配信を行うことができる。キーワードが被ってしまった場合の広告表示順は、

広告単価制となっており、より高い広告費で入札した企業から順番に広告が掲載される仕

組みとなっている。キーワードにより人気や不人気があり、人気なキーワードへ広告を出

そうとすると、費用は高くなる。反対に人気のないキーワードに広告を出そうとすると、

費用は安くなるが、あまり表示されないケースもある。費用が発生するタイミングは、広

告がクリックされた時、となる。 

 
（ ※ 図 表 13 ． 出 典 ： ヤ フ ー 株 式 会 社

http://search.yahoo.co.jp/search?p=%E3%82%A4%E3%83%B3%E3%82%BF%E3%83%B

C%E3%83%8D%E3%83%83%E3%83%88%E5%BA%83%E5%91%8A&search.x=1&fr=to

p_ga1_sa&tid=top_ga1_sa&ei=UTF-8&aq=&oq=%E3%82%A4%E3%83%B3%E3%82%B

F%E3%83%BC%E3%83%8D%E3%83%83%E3%83%88%E5%BA%83%E5%91%8A より） 

2－2－4－2 コンテンツ連動型広告 

関連のあるウェブサイトに表示される広告のことである。検索連動型広告は、検

索されたキーワードに対して検索結果後の画面に広告を表示するが、コンテンツ連動型広

告では、検索エンジンの画面ではなく、関連したウェブサイト上に表示される。ただし、

関連性があったとしてもすべてのウェブサイトに表示されるわけではなく、広告配信サー

ビスに登録されているサイトにのみ表示される。広告配信サービスに登録していると、プ

ログラムがウェブサイトに掲載しているテキスト情報を読み取り、キーワードを抽出し、

どのようなコンテンツがあるか判断し、関連性のある広告を自動的に表示する。この広告

では、今までアプローチできていなかった潜在的に見込のあるユーザに効率よくアプロー

チすることができる。費用が発生するタイミングは、広告がクリックされた時、となる。 



 

 
（※図表 14．出典：ヤフー株式会社 http://shopping.yahoo.co.jp/より） 

2－2－4－3 興味関心連動型広告：インタレストマッチとも呼び、ユーザのサイト

閲覧履歴や検索キーワードからユーザの興味や関心と合った内容を表示する広告である。 

第 3 章 ユーザの利用意識 

3－1 ダイレクト・レスポンス・マーケティング 

前章で述べたように広告には様々な種類が存在し、目的によって広告の配信方法が異な

ってくると言える。広告を出す目的として大きく 3 つが考えられる。1 つ目は、企業の認知

度を高めるために広告を出す場合である。2 つ目は商品（サービス）を売るための場合であ

る。3 つ目は求人のための場合である。このように目的が違うと、ターゲットとなる人や訴

求内容が異なるので、広告の配信の仕方も違うのは当然のことである。インターネット広

告を活用しようとした場合、インプレッション課金型のものでも、クリック課金型のもの

でも、成果報酬型のものでも費用が掛かる。目的により配信方法も異なるが、予算によっ

ても配信を限定しなければならないケースというのも多々ある。インターネット広告の中

には、ダイレクト・レスポンス・マーケティングというものがある。ダイレクト・レスポ

ンス・マーケティングとは、広告を配信した後、ユーザが直接的に広告主に対してアクシ

ョンを起こすマーケティング手法である。通常の広告では伝えることを目的としているが、

ダイレクト・レスポンス・マーケティングの場合は、伝えることではなく、伝えた後アク

ションを起こしてもらうことを目的としている点が異なると言える。例えば、サービスへ

の会員登録や資料請求や商品購入といった行動が挙げられる。ダイレクト・レスポンス・

マーケティングでは、バナー広告のクリエイティブ（画像）やメール広告の原稿も大事だ

が、その後の仕掛けもより重要となってくる。バナー広告やメール広告をクリックした後、

誘導したいページへ遷移させ、その後のアクションに繋がる仕掛けがなければ、効果は全

くと言っていい程ない。クリエイティブや原稿が悪く、クリックされないような広告であ

れば配信しても最終的な効果は薄くなるが、誘導後の仕組み作りがダイレクト・レスポン

ス・マーケティングでは非常に重要となり、そこでの成果により最終的な効果は大きく変

わる。最終的に効果を出すのであれば、クリエイティブについてもクリックされるものに

しなければならない。 

  3－2 インターネット利用者の意識調査 

前章ではインターネットの広告の種類について述べてきたが、今度はユーザのインター

ネット広告の利用状況について触れていきたい。総務省の研究報告で事業者と利用者の意

識についてまとめられたものがある。その研究報告は、2009 年 11 月 6 日～11 月 11 日に匿

名 Web アンケートにより生成されている。有効回答数は 1066 件となっている。この研究

報告では、自宅でのインターネット利用経験について述べられており、30 代以上の男性は

50%以上が 10 年間以上の利用経験があると答えた。一方女性で 10 年間以上の利用経験が

ある年代は、40 代がちょうど半数となっており、次に 30 代 41.1%、50 代 38.3%、60 代

30.6%となっている。10 年以上利用経験がある 20 代は男性 31.1%、女性 25.3%となってい

る。反対に、自宅でのインターネット利用経験 3 年以下は、20 代から 60 代の男女ともに



 

10%以下となっている。 

 
（※図表 15．出典：総務省『行動ターゲティング広告の経済効果と利用者保護に関する 調

査 研 究  報 告 書 』 自 宅 で の イ ン タ ー ネ ッ ト の 利 用 経 験 （ 性 別 、 年 代 別 ）

http://www.soumu.go.jp/iicp/chousakenkyu/data/research/survey/telecom/2009/2009-I-1

6.pdf より） 

今度は一週間あたりの利用時間について触れていきたい。性別や年代によって若干のばら

つきはある。分け方として、30 時間以上、20 時間以上 30 時間未満、10 時間以上 20 時間

未満、5 時間以上 10 時間未満、1 時間以上 5 時間未満、1 時間未満、の 6 通りに分かれて

いる。一週間に 30 時間以上インターネットを利用する最も多いセグメントは、40 代男性と

なっており、30.3%となった。最も少ないセグメントは 20 代女性の 13.8%である。18 歳か

ら 19 歳といった若い世代を除くと、インターネットの利用履歴と類似した結果となってい

る。 

 
（※図表 16．出典：総務省『行動ターゲティング広告の経済効果と利用者保護に関する調

査研究  報告書』自宅でのインターネットの週あたり利用時間（性別、年代別）

http://www.soumu.go.jp/iicp/chousakenkyu/data/research/survey/telecom/2009/2009-I-1

6.pdf より） 

インターネット利用時のプライバシーの意識について、4 つの項目に分類して調査したもの

がある。その 4 つとは下記の通りであり、①あまりプライバシーは気にせず、インターネ



 

ットを利用している、②プライバシーを気にしているが、利便性のためオンラインサービ

スに個人情報の登録等を多くしている、③プライバシーを気にしており、オンラインサー

ビス利用時も個人情報の登録等は最小限に控えている、④プライバシー保護のため、オン

ラインサービスでの個人情報の登録はほとんどしていない、である。この内容についても

同じセグメントで分類されている。しかし、表を見てわかるように、②プライバシーを気

にしているが、利便性のためオンラインサービスに個人情報の登録等を多くしている、と

③プライバシーを気にしており、オンラインサービス利用時も個人情報の登録等は最小限

に控えている、の 2 つが圧倒的な割合を占めている。その他特徴として、男性は若い世代

（18 歳から 19 歳）と年配世代（50 代から 60 代）はあまりプライバシーを気にしていない

傾向にある。一方、男女ともに若い世代（18 歳から 19 歳）は、④プライバシー保護のため、

オンラインサービスでの個人情報の登録はほとんどしていない、と 10%弱が回答している。 

 
（※図表 17．出典：総務省『行動ターゲティング広告の経済効果と利用者保護に関する調

査研究  報告書』インターネット利用時のプライバシー意識（性別、年代別）

http://www.soumu.go.jp/iicp/chousakenkyu/data/research/survey/telecom/2009/2009-I-1

6.pdf より） 

インターネット広告の利用状況については、下記の 4 通りの回答項目を設けて調査が行わ

れた。①よく見る、②たまに見る（必要なときのみに限定）、③表示されているのは知って

いるが、内容は見たことがない、④見たことはない、の 4 つである。調査結果がどうなっ

ているかというと、インターネット広告を利用する、つまり広告をクリックして見るとい

った回答については、「よく見る」、「たまに見る」を合わせると約 8 割となっている。 



 

 
（※図表 18．出典：総務省『行動ターゲティング広告の経済効果と利用者保護に関する調

査 研 究  報 告 書 』 イ ン タ ー ネ ッ ト 広 告 の 利 用 状 況

http://www.soumu.go.jp/iicp/chousakenkyu/data/research/survey/telecom/2009/2009-I-1

6.pdf より） 

世代別にみると、男女若い世代（18 歳から 19 歳）と女性の 60 代の利用が他と比べて少な

く伺える。男性 18 歳から 19 歳は、①よく見る 5.5%、②たまに見る（必要なときのみに限

定）64.8%となっており、女性 18 歳から 19 歳では、①よく見る 11.8%、②たまに見る（必

要なときのみに限定）57.0%となっている。女性 60 代に至っては、①よく見る 7.1%、②た

まに見る（必要なときのみに限定）52.9%となっており、最も割合的には少ない結果となっ

ている。最も割合の多かったのは、女性 20 代であり、①よく見る 11.8%、②たまに見る（必

要なときのみに限定）57.0%という結果になった。 

 
（※図表 19．出典：総務省『行動ターゲティング広告の経済効果と利用者保護に関する調

査 研 究  報 告 書 』 イ ン タ ー ネ ッ ト 広 告 の 利 用 状 況 （ 男 女 、 年 代 別 ）

http://www.soumu.go.jp/iicp/chousakenkyu/data/research/survey/telecom/2009/2009-I-1

6.pdf より） 

広告を見る理由についても複数回答を可とし、調査が行われた。項目については下記の内

容となっており、それぞれ下記回答率となっている。①広告を見て商品やサービスに興味

を持ったから（67.8%）、②プレゼントや懸賞、割引などがあったから（50.0%）、③もとも

と知りたかった広告だったから（30.7%）、④広告自体が魅力的だったから（16.1%）、⑤有



 

名人やタレントが起用されていたから（7.0%）、⑥なんとなく（24.4%）、⑦その他（0.7%）、

⑧特にない（1.6%）、である。 

 
（※図表 20．出典：総務省『行動ターゲティング広告の経済効果と利用者保護に関する調

査 研 究  報 告 書 』 イ ン タ ー ネ ッ ト 広 告 を 利 用 す る 理 由

http://www.soumu.go.jp/iicp/chousakenkyu/data/research/survey/telecom/2009/2009-I-1

6.pdf より） 

インターネット広告の利用とその後のアクションについても調査が行われた。質問として

は、『あなたは、パソコンや携帯電話を使って、インターネット広告を利用（クリックする）

することで、購買などの行動をしたことがありますか。（複数選択可）／パソコンを利用し

た場合』となっており、回答項目と回答率は下記の通りである。①購入する商品やサービ

スの候補にした（68.5%）、②資料請求をした（41.9%）、③商品やサービスを購入した（54.4%）、

④お店を訪問した（24.1%）、⑤電話した（15.7%）、⑥クーポン券を保存したり（45.1%）、

利用したりした、⑦サイトにメール（空メールを含む）を送信した（%）23.8、⑧その他（0.1%）、

⑨何もしたことがない（15.8%）、となっている。意外とアクションを起こしたことのある

ユーザが多いことが分かる。 

 
（※図表 21．出典：総務省『行動ターゲティング広告の経済効果と利用者保護に関する調

査 研 究  報 告 書 』 イ ン タ ー ネ ッ ト 広 告 の 利 用 に よ る 購 買 等

http://www.soumu.go.jp/iicp/chousakenkyu/data/research/survey/telecom/2009/2009-I-1

6.pdf より） 

第 4章 ダイレクト・レスポンス・マーケティングの実験 

 4－1 メール広告効果の要素 

これまでインターネットの利用数の推移やインターネット広告について触れてきた。さら

にインターネット広告の中でも少し掘り下げたダイレクト・レスポンス・マーケティング



 

についても述べたが、具体的にダイレクト・レスポンス・マーケティングで、効果が出る

までの流れについて、この章では述べていきたい。ここでは主にメールマガジン広告での

施策について述べていく。ダイレクト・レスポンス・マーケティングでは、前章で述べた

ように、ユーザへメール広告を送り、ユーザが広告を見て、アクションを起こす、マーケ

ティング手法であり、その仕掛け作りが大切である。まず、アクションを起こす前、どの

ような広告を見せるか、どのような広告を送るか、といった点が肝要となってくる。メー

ル広告を送った場合、そのメールが読まれるか読まれないか、設置された URL がクリック

されるかされないか、アクションに繋がるか繋がらないか、その結果を左右する要因がい

くつもある。その要因は次の 5W1H に分けられると考える。①(Who)誰から配信されたか、

②(When)いつ配信されたか、③(Where)どこに配信されたか、④(What)どんな内容が配信

されたか、⑤(Why)なぜ配信されたか、⑥(How)どのように配信されたか、である。ここで

いう、誰から配信されたか、というのは配信元の事であり、配信元をユーザが知っている

かどうか、という点である。また、知っているかどうかだけでなく信頼性の高さによる影

響は強いと考えられる。迷惑メールが多数飛び交う時代において、ユーザは全てのメール

に目を通さず、必要なメールだけを読む。知っているところからのメールでも、必要のな

いメールについてはそのまま削除されるケースもある。メール広告においても発信元が確

かなところであれば、特に発信元がユーザの興味のあるところであれば、ユーザはメール

を見ることが十分にあると考えられる。次にいつ配信されたか、という要因に関してだが、

これは発信元の要因だけではなく、ユーザの行動にも大きく影響がある。例えば、ユーザ

にとっての睡眠時間帯にメール広告を受信し、そのメール広告の影響で目が覚めてしまっ

た場合、ユーザにとっては不快な思いをしてしまう。それが一般的な睡眠時間とかけ離れ

ていたとしても、ユーザにとっての睡眠時間となれば、あまり印象は良くない。メールを

読まれないだけでなく、メール受信の拒否通知を行う可能性も十分ある。全員が起きてい

る時間帯にメールを送信することは不可能だとしても、どういったユーザを対象にメール

を配信するか、どのタイミングにメールを配信するかが非常に重要となってくる。さらに

言えば、そのユーザが起きていた場合だとしてもそのユーザが他にどんなメールを受信し

ているかにもよる。ユーザが大量のメール広告を受信していた場合、他のメール広告に埋

もれてしまい目に触れる機会が損失されているケースもある。また、アクションに繋がり

にくい場合として、直近に似た商品やサービスのメール広告を受信しており、すでにニー

ズがない場合である。メール広告配信時に、ユーザが他にどのようなメール広告を受信し

ているか、またはどのような商品を購入しどのようなサービスを受けているか事前に知る

ことは難しい。ウェブサービスの会員登録を実施するときに趣味嗜好を入力する機能はあ

り、その趣味嗜好にあったメール広告を配信することはできるが、必ずメールを配信した

時にニーズがあるかどうかは不明である。一部のウェブサービスで訪れたサイトが分かる

広告（どちらかというとこのサイトに訪れたユーザ、このページに訪れたユーザに広告を

出すという手法）やインターネットを使って買い物したユーザについて行動履歴が分かる

メール配信サービスもあるが、それは限定的であり、全てを網羅することは難しいとされ

る。次にどこに配信されたか、といった点も重要となっている。配信場所は、メーラーや

端末の事を指しており、それが携帯向けのメール広告なのか、スマートフォン向けのメー

ル広告なのか、パソコン向けのメール広告なのか、メーラーは何なのか、同じメールを送

った場合でも受信する端末によって表示が変わる可能性がある。容量の大きいメールやア

スキーアートを使ったメール広告の場合、携帯で受信すると途中で改行されてしまいアス

キーアートが崩れてしまう。スマートフォンの場合も同じであり、表示エリアがパソコン

に比べて小さいため、送信内容は限定的である。メール広告の内容にもよるが、容量の大

きいメールはアスキーアートを使ったもの、テキストメールではなく HTML メールの場合

はパソコンでの閲覧が推奨される。HTML メールについては、携帯では見られないものや

メーラーによっては閲覧ができないものが存在するので注意が必要である。一方、携帯や

スマートフォンでは表示エリアが限定的であるため、シンプルな訴求内容のメール広告で

あれば効果が出やすい場合もある。ただし、会員登録や資料請求といったアクションを起



 

こす際は、個人差はあるがパソコンのほうが楽に情報を入力することができる。特に情報

量が多い場合、携帯での操作は長時間に渡ってしまう恐れがある。メール広告にはワンク

リックで操作が終わってしまうようなコンテンツもあり、一概にどちらが良いということ

は言い切れないものであり、訴求したい内容と合わせて考えることが必要である。次は、

何が配信されたかである。これは最も重要な要素である。メール広告の原稿は当然重要で

あるが、その前に伝える商品は何か、サービスは何か、ユーザにとって価値のあるものな

のかが、前提として最も大事である。商品やサービスに魅力を感じた場合、その商品やサ

ービスは使われる、もしくは使ってみようと検討される。商品やサービスが魅力的に伝え

るためには、メール広告の原稿を魅力的に作ることが 1 つあるが、商品やサービスがそも

そも魅力的でない場合は、限界がある。魅力的な商品やサービスに加え、魅力的なメール

原稿が用意できなければユーザはアクションを起こさない。魅力的な商品やサービスだと

判断するのはユーザであり、その商品やサービスが業界的に評価されていても、シェア率

が高かったとしても、アクションを起こすのはユーザであり、全てはユーザ視点でのメー

ル広告配信及び商品やサービスの説明が必要なのである。商品やサービスがいくら魅力的

であってもユーザが魅力を感じない場合も同様に、効果がないと言える。例えば、英会話

教室の告知をしたく、通常では考えられない価格帯でのキャンペーンを行い、ユーザを集

めようとする。英会話に興味のある人なら、何らかのアクションを起こす可能性が高いが、

英会話に興味のない人にいくらメール広告を配信したとしても、全く響かないのである。

価格が安くても、英会話というサービスに魅力を感じることはなく、アクションは起こさ

ない。競合他社と比較してサービス内容、金額感、丁寧なフォロー、いくら勝っていたと

しても、興味がなければアクションは起きない。次になぜ配信されたか、についてだが配

信された理由がないと、ユーザに不信感を与えてしまう。理由がないにも関わらずメール

がいきなり来てしまうと、迷惑メールと判断されてしまう。平成 20 年に特定電子メール法

が改正されており、ウェブサービス上で会員登録を行った場合についても、オプトインメ

ール形式で、メール送信の許諾がなければ無断での配信は違法となっている。ユーザから

すると理由もなく送られてくるメールに対しては不信感がある。信頼ある大手企業からの

メールだったとしても、なぜユーザにメールが送られてくるのか明確でなければならない。

ウェブサービスでの会員登録に話が戻るが、ここでも興味関心について情報を取得するケ

ースがある。ユーザが会員登録時に答えた興味関心のカテゴリーに関するメール広告が送

られてくるのは、納得のいくものでありユーザも知りたい情報であれば満足するだろうが、

全く関係のない、もしくは興味関心のないカテゴリーのメールが送られてきた際は、違和

感を覚えてしまうケースもある。ユーザがなぜこのメール広告を受信したのか考えるとき、

単純に会員登録しているからと感じるのか、特別な情報を企業や配信サービスが届けてく

れたと感じるかによって、そのメール広告の効果は大きく異なってくる。最後に、どのよ

うに送られたかについてだが、これはどのようなルートでメールアドレスが取得され、ど

のような経由でメール広告が配信されたか、という問題である。迷惑メールは日常的に飛

び交っているが、前提としてユーザが所有するメールアドレスは、一般的には公開されな

いものである。メール広告が飛んでくる場合は、それなりの手順や規約がある。もちろん

突然迷惑メールが飛んでくるケースもあるが、どのようにメールが配信されたのかは前提

として知っておく必要がある。メール配信が会員向けに一斉送信であったのか、どこかウ

ェブ上からメールアドレスを見つけて個別にメールを送っているのか、知り合いからメー

ルアドレスを聞いているのか、メールを送るという行為の手順がどのようになっているの

かが問題である。メール配信があるウェブサービスの会員向けの一斉送信であった場合、

それは単純にメール広告であり、ユーザがアクションを起こす必要性がなく、商品やサー

ビスとメール原稿が良ければアクションを起こす機会となる。一方で仲の良い知人からの

メール広告やお得な情報のお知らせの場合、それは知人とのコミュニケーションであり、

ユーザが反応する率も高くなる。 

 このようにユーザにアクションを起こしてもらいたい時、メール広告は単純に送れば良

いというものではなく、訴求したい商品やサービスによって変化させていかなくてはなら



 

ない。 

4－2 効果検証までの流れ 

これまでの章では、インターネット広告の種類について触れてきた。ダイレクト・レスポ

ンス・マーケティングについて、実際にユーザにメールを送り、ユーザがアクションを起

こすか検証していきたい。ここからは、ウェブサービス『保険ゲート』を使い、実験を行

い、効果について考えたいと思う。保険ゲートとは、インターネット上から申し込める無

料の保険サービスの事である。ユーザはインターネットから保険ゲートへお申込みすると、

保険の相談ができるファイナンシャルプランナーを紹介してもらえる。 

 
（※図表 22．出典：ウェブサービス『保険ゲート』http://www.hokengate.jp/） 

  4－2－1 効果検証用ウェブサービス 

今回、保険ゲートのサービスを紹介するメールをあるウェブサービスのユーザ（会員）に

送付し、そのユーザがメール広告内の URL をクリックするかどうか、URL から保険ゲー

トのサービスにお申込みするかどうか、反響を見ていきたい。ただ、単純にユーザに送付

後、反響を確認しても対象者の属性なしでは一概に効果検証が難しい。今回は、ユーザを

絞る形でアクションの効果の計測を行っていく。効果を検証する上で大切なことは、何に

よって効果が変わる要因があるか事前に考慮する必要がある。大きく 3 つの要因により効

果が異なってくると考える。1 つ目は対象者の属性である。性別、年齢、職業、興味、家族

構成、エリアといった対象となるユーザの状況は効果の良い悪いが決まる要因の 1 つとし

て考えられる。2 つ目は文言である。メール広告やメールマガジンが受け手側にとって必要

とされているか、読みたくなるような文言で書かれているかどうかが重要となってくる。

あらゆる情報が溢れる中、単純な文字だけでなくアスキーアートや記号を作った表現が、

読者にとって読みやすく感じる場合、もしくは読みにくく感じる場合が存在する。3 つ目は、

情報の配信時間帯である。メールの受信はいつでも可能になったが、必ずしも受信したタ

イミングでメールを開くとは限らない。メールを多く受信しているユーザの場合、メール

が埋もれて確認ができなくなるといったケースも多々ある。この他にも影響する要因はる

が、今回は上記 3 つの要因について考えていきたいと思う。前章で述べたようにその他、

どこから配信するか、なぜ配信するか、どのように配信するか、については、別のウェブ

サービスの会員に対してメール広告として行うので、調整が限定的になってしまうため割

愛する。 



 

検証を行う前に保険ゲートのファイナンシャルプランナー紹介サービスについてもう少

し詳しく触れておきたい。インターネットが一般化され、誰も簡単に情報にアクセスでき

るようになった中で、ファイナンシャルプランナーを探すことは誰でも可能となっている。

保険ゲートのサービス以外にも保険相談ができる類似サービスは存在しており、インター

ネットで検索して、情報を取得することは難しい事ではない。そんな中、ユーザに対して

メリットがなければ、他の類似サービスとの差別化がなければ、ユーザは動かない。ユー

ザが何か行動を起こす時、例えばメールを開く、知りたい情報を探す、インターネットで

物を買う、それらは必ずモチベーションが無ければ起こりうる事ではない。インターネッ

トの世界は行動者であるユーザがアクションを起こさない限り、何も生まれなければ、何

も発展はしない。サービス提供者からすると、サービスを紹介したい、物を買って欲しい、

そういった要望を、ユーザへ届けるため、ユーザにとってモチベーションとなる仕掛けや

仕組みを用意する必要がある。保険ゲートがその点についてどうかというと、大きく 3 つ

のメリットが存在している。1 つは、独立系ファイナンシャルプランナーが紹介対象となっ

ている事である。独立系のファイナンシャルプランナーは、1 社専属のファイナンシャルプ

ランナーと違い、複数社の保険を取り扱う事が可能となっており、提案できる保険の数が

圧倒的に多くある。このメリットというのは、ユーザにとっては、非常に大きい。日系の

保険メーカーだけでなく、外資系の保険メーカーの市場には参加しており、メーカーは複

数社存在し、各メーカーからは保険に関する商品が多く出回っているので、ユーザが全て

調べ、最もユーザに合ったものを自ら選ぶことは困難な状況にある。保険ゲートの提携フ

ァイナンシャルプランナーは複数社の保険を扱う事ができるのでユーザに合った保険を選

択しやすい状況にある。既に加入している保険と比較し、同等の保証内容で保険料を下げ

る事も可能なケースがある。2 つ目のメリットとしては、ファイナンシャルプランナーの形

態が訪問型である。訪問型ファイナンシャルプランナーと比較されるのが、来店型ショッ

プである。来店型ショップの場合は、決められた保険ショップに行く必要があるが、訪問

型ファイナンシャルプランナーは、ファイナンシャルプランナーがユーザの元へ伺う仕組

みとなっている。もちろんファイナンシャルプランナー所属の会社や事務所でも対応は可

能であり、ユーザの職場近くの喫茶店やユーザの自宅でも、場所はユーザが指定可能であ

る。3 つ目のメリットは、保険ゲートのサービスを利用すると、インセンティブが貰える事

である。ここでいうインセンティブはいくつか種類が存在しており、インターネットの特

定のサイトで使えるポイントや商品券が対象となっている。ユーザが保険ゲートのサービ

スを利用するには、インターネットからの申込しかなく、申込するサイトによってインセ

ンティブが異なっている。インセンティブが全くつかない場合もあり、その差はユーザが

どこの広告を見てサービスを知ったか、どこから申し込んだかに依存する。上記 3 つがユ

ーザのメリットとなっておりサービスを利用するモチベーションとなっている。 

4－2－2 配信ターゲットと市場 

では対象者は誰になるか、という点についてだが、ほぼ全員が対象となっている。保

険ゲートが紹介できるファイナンシャルプランナーは全国におり、エリア的な問題はない。

また、ユーザのニーズの有無はあるが、保険相談をサービスとしているので多くのユーザ

が関わりのある内容となっている。日本における保険の新規契約と保有契約数についてみ

ていきたい。まずは日本における保険の対象数となる人口の推移について把握しておきた

い。人口は数年前をピークに減少傾向にある。平成 2 年には、日本における総人口が 1 億

2361 万人、その内日本人は 1 億 2272 万人となっている。5 年推移でみると、平成 7 年に

は 1 億 2557 万人、その内日本人は 1 億 2442 万人となっている。平成 12 年には 1 億 2692

万人、その内日本人は 1 億 2561 万人となっており、人口は増加傾向にあった。継続して増

加傾向にはあったが、平成 16 年から平成 17 年に掛けては、総人口 1 億 2787 万人から 1

億 2768 万人、その内日本人は 1 億 2626 万人から 1 億 2620 万人へと減少となった。翌年

の平成 18 年には総人口 1 億 2790 万人、その内日本人は 1 億 2628 万人と、増加している。

その後は、平成 19 年には、1 億 2803 万人（その内日本人 1 億 2634 万人）、平成 20 年に

は、128,084（その内日本人 1 億 2634 万人）、平成 21 年には、1 億 2803 万人（その内日



 

本人 1 億 2634 万人）、平成 22 年には、1 億 2805 万人（その内日本人 1 億 2638 万人）、平

成 23 年には、1 億 2779 万人（その内日本人 1 億 2618 万人）となっている。 

 
（ ※ 図 表 23 ． 出 典 ： 総 務 省 統 計 局 『 人 口 ・ 世 帯 』

http://www.stat.go.jp/data/nihon/pdf/n0200000.pdf） 

将来の総人口予測については、平成 27 には 1 億 2659 万人、平成 32 には 1 億 2410 万人、

平成 37 には 1 億 2065 万人、平成 42 には、1 億 1661 万人、平成 47 には 1 億 1212 万人と

なっている。直近の数年をピークに、将来の総人口推移予測は減少傾向にあると考えられ

る。 

 
（ ※ 図 表 24 ． 出 典 ： 総 務 省 統 計 局 『 人 口 ・ 世 帯 』

http://www.stat.go.jp/data/nihon/pdf/n0200000.pdf） 

平成 23 年時点のデータを見た場合、世代別に比較すると 62 歳から 64 歳世代が第一次ベ

ビーブームとなっており、この世代の人口は多い。また 37 歳から 40 歳には、第二次ベビ

ーブームが来ており、この世代についても人口は伸びている状況にある。一方で、72 歳は、

日中戦争の動員により出生が減っているため、増加傾向にあった人口は減少していること

が分かる。65 歳と 66 歳についても終戦前後における出生減のため、人口は減少している。

80 代以上もしくは 20 代以下の人口は全体的にみると、少ない傾向にある。 



 

 
（ ※ 図 表 25 ． 出 典 ： 総 務 省 統 計 局 『 人 口 ・ 世 帯 』

http://www.stat.go.jp/data/nihon/pdf/n0200000.pdf） 

人口が減少傾向にある中で、保険の新規契約数及び保有契約数がどのようになっている

か見ていきたい。社団法人生命保険協会による、生命保険協会加盟の生命保険会社を対象

とした生命保険事業の業績からまとめた報告書がある。個人保険における新規契約数（契

約転換制度による転換後契約を含む）についてだが、平成 24 年には 1967 万件となり、前

年比 12.13%となっている。新規契約高（転換による純増加金額を含む）については、 71 兆 

3,456 億円となっており、前年比 108.8％となっている。人口が減少しているのも関わらず、

新規の契約は増えているのが現状である。新規契約の中でも医療保険及び終身保険が好調

であった。これは平成 20 年から好調であり、増加傾向にある。その他平成 24 年度には、

一時払いの終身保険の銀行窓販の効果が良かった。転換後契約を含まない新契約件数の保

険種類別については、終身保険が 26.0％で 387 万件、医療保険が 24.5％で 364 万件、定期

保険が 14.4%で 214 万件、養老保険が 11.7%で 174 万件、ガン保険が 9.6%で 142 万件と

なっている。新契約高の保険種類別については、定期保険 42.9％で 31 兆 4,330 億円、終身

保険 23.9％で 17 兆 4,906 億円、養老保険 7.7％で 5 兆 6,175 億円、定期付終身保険 5.3％

で 3 兆 9,149 億円、利率変動型積立終身保険 3.6％で 2 兆 6,259 億円となっている。 一方

で個人保険における保有契約件数は 1 億 3,601 万件となっており、前年比 106.9％となっ

ている。保有契約高は 861 兆 6,513 億円となっており、前年比 99.6％と下げる結果となっ

た。 新規契約が増えている分、保有契約件数についても 5 年連続で増えている。死亡保障

よりも医療保障を充実させる傾向があったため、保有契約高は減少となった。 保有契約件

数の保険種類別については、医療保険 20.4％2,778 万件、終身保険 19.4％で 2,642 万件、

ガン保険 15.1% で 2,054 万件、定期保険 10.5％で 1,432 万件、定期付終身保険 9.0％で

1,229 万件となっている。 



 

 
（※図表 26．生命保険協会『2013 年 版生命保険の動向』個人保険の新規契約・保有契約

http://www.seiho.or.jp/data/statistics/trend/pdf/all.pdf より） 

 
（※図表 27．生命保険協会『2013 年 版生命保険の動向』個人保険の種類別新契約件数の

推移 http://www.seiho.or.jp/data/statistics/trend/pdf/all.pdf より） 



 

 
（※図表 28．生命保険協会『2013 年 版生命保険の動向』個人保険の種類別新契約高の推

移 http://www.seiho.or.jp/data/statistics/trend/pdf/all.pdf より） 

次の男女別・世代別のデータについてみていきたい。個人保険における新規契約の男女構

成比率は、これまで男性比率のほうが高かったが、現在は女性比率がやや増加している傾

向にあると言える。平成 20 年には割合で言うと男性 51.4%、女性 48.6%であったが、平成

24 年には逆転し、男性 49.5%、女性 50.5%となっている。 

 
（※図表 29．生命保険協会『2013 年 版生命保険の動向』個人保険新契約の男女別構成比

の推移（件数ベース）http://www.seiho.or.jp/data/statistics/trend/pdf/all.pdf より） 

世代別に見てみると、30 代の割合が最も大きく全体の比率で言うと 20%を超えている。人

口の推移の影響もあるかもしれないが、傾向としては、平成 23 年まで 40 代以上が割合的

には伸びていたが、平成 24 年には 20 代の割合が増加する形となった。 



 

 
（※図表 30．生命保険協会『2013 年 版生命保険の動向』個人保険新契約の年代別構成比

の推移（件数ベース）http://www.seiho.or.jp/data/statistics/trend/pdf/all.pdf より） 

 これらのデータは生命保険協会から集計されたデータとなっており、集計元のデータは

生命保険協会に加入している保険会社からのデータである。生命保険協会に加入している

企業は平成 25 年 3 月時点で下記の一覧となっている。 

アイエヌジー生命保険株式会社 東京海上日動あんしん生命保険株式会社 

楽天生命保険株式会社 
東京海上日動フィナンシャル生命保険株式会

社 

アクサ生命保険株式会社 日本生命保険相互会社 

朝日生命保険相互会社 アクサダイレクト生命保険株式会社 

アフラック（アメリカンファミリー生命保険会社） ハートフォード生命保険株式会社 

アリアンツ生命保険株式会社 ピーシーエー生命保険株式会社 

NKSJ ひまわり生命保険株式会社 富国生命保険相互会社 

オリックス生命保険株式会社 フコクしんらい生命保険株式会社 

カーディフ生命保険会 AIG 富士生命保険株式会社 

株式会社かんぽ生命保険 プルデンシャル生命保険株式会社 

クレディ・アグリコル生命保険株式会社 
プルデンシャル ジブラルタ ファイナンシャル

生命保険株式会社 

ジブラルタ生命保険株式会社 マスミューチュアル生命保険株式会社 

住友生命保険相互会社 マニュライフ生命保険株式会社 

ソニー生命保険株式会社 三井生命保険株式会社 

ソニーライフ・エイゴン生命保険株式会社 三井住友海上あいおい生命保険株式会社 

損保ジャパン・ディー・アイ・ワイ生命保険株式会社 三井住友海上プライマリー生命保険株式会社 

第一生命保険株式会社 みどり生命保険株式会社 

第一フロンティア生命保険株式会社 明治安田生命保険相互会社 



 

大同生命保険株式会社 メットライフアリコ生命保険株式会社 

太陽生命保険株式会社 メディケア生命保険株式会社 

チューリッヒ・ライフ・インシュアランス・カンパニー・

リミテッド 
ライフネット生命保険株式会社 

T&D フィナンシャル生命保険株式会社  

（※図表 31．出典：生命保険協会『2013 年 版生命保険の動向』加盟会社一覧（43 社）

平成 25 年 3 月現在 http://www.seiho.or.jp/data/statistics/trend/pdf/all.pdf） 

人口が減っているにも関わらず新規契約数と保有契約数が伸びていることから純粋に一

度保険に加入したら終わりということではなく、初めて保険に加入するケースと保険を見

直すケースがある。これらの数字を見てわかるように保険は一般的な商品・サービスであ

ることが分かる。そのターゲットは 30 代が最も多いが、20 代 40 代 50 代 60 代以上の割合

も存在しており、全員が対象になっていると考えられる。 

4－3 メール広告配信 

それでは上記を踏まえた上で、実際に広告を配信し、反響を見てみたい。保険の新規

契約者は前章で触れた通りであるが、これまでの広告の説明にあった通り、広告内容に応

じてターゲットを絞ることと、広告文言が重要である。今回は、メール広告を配信し、そ

の後 URL をクリックしたかどうか、また、アクションしたかどうかの反響についてどれほ

どの効果があったかを数値化し、分析していきたいと考える。今回実施した保険ゲートの

保険無料相談に関するメール広告について触れていきたい。配信先と狙いについてだが、

前章のデータを見ると 30 代が多い点と女性の割合が若干多い点から、女性向けの媒体に対

して、メール広告を配信することにした。アクションを起こすためには、メール広告を受

け取り、メール広告を読み、広告をクリックし、操作する必要があるので時間が掛かって

しまう。最終的なアクションを完了するまでにはある程度時間が掛かってしまうことが予

測されるため、余裕を持ってアクションを起こしてもらうには、時間があると考えられる

夜にメール広告を配信することで効果を上げることができるのではないかと仮定する。実

際に 3 つウェブサービスの会員向けに、メール広告を配信した。1 つは効果検証のため、99%

が男性会員の媒体に対して配信を行った。下記がその結果となる。 

媒体 1  

配信日 平日 10 時 

ユーザ属性＜性別＞ 男性 99% 

ユーザ属性＜年代＞ 20 代 30 代 15%、40代 45%、50 代 30%、 

配信数 14 万通 

クリック数 77 クリック 

アクション数 7 アクション 

（※図表 32．保険ゲートメール広告配信媒体 1 詳細情報） 



 

 
（※図表 33．保険ゲートメール広告配信媒体 1 メール広告原稿） 



 

 
（※図表 34．保険ゲートメール広告配信媒体 1 ランディングページ） 

媒体 2 

配信日 平日 9時 

ユーザ属性＜性別＞ 男性 17%、女性 83% 

ユーザ属性＜年代＞ 20 代 8%、30代 34%、40 代 35%、50 代 17% 

配信数 28 万通 

クリック数 367 クリック 



 

アクション数 21 アクション 

（※図表 35．保険ゲートメール広告配信媒体 2 詳細情報） 

 
（※図表 36．保険ゲートメール広告配信媒体 2 メール広告） 



 

 
（※図表 37．保険ゲート媒体 2 ランディングページ） 

媒体 3 

配信日 平日 18 時 

ユーザ属性＜性別＞ 男性 9%、女性 91% 

ユーザ属性＜年代＞ 20 代 8%、30代 20%、40 代 63%、50 代 8% 

配信数通 26 万 

クリック数 473 クリック 

アクション数 31 アクション 

（※図表 38．保険ゲートメール広告配信媒体 3 詳細情報） 



 

 
（※図表 39．保険ゲートメール広告配信媒体 3 メール広告原稿） 



 

 
（※図表 40．保険ゲートメール広告配信媒体 3 ランディングページ） 



 

 
（※図表 41．保険ゲートお申込みページ） 

 実施した媒体によりメール広告の原稿及びランディングページをそれぞれ変更している

が、結果はご覧の通りとなった。反響があったので、レスポンス・ダイレクト・マーケテ

ィングは成功と言える。媒体 1 の男性 99%構成で平日朝 10 時にメール広告を 14 万通配信

した場合、クリックは 77 件、アクションは 7 件となった。媒体 2 の女性 83%構成で平日朝

9 時にメール広告を配信した場合、クリックは 367 件、アクションは 21 件となっている。

媒体 1 と媒体 2 を比較すると、媒体 2 のほうが効果は良くなっている。純粋にクリック数

とアクション数が高いというわけではなく、メール配信数に対する反響が良かったと言え

る。一方媒体 3 の女性 91%で平日 18 時にメール広告を 26 万通配信した場合、クリックは

473 件、アクションは 31 件となっている。媒体 3 では媒体 1 及び媒体 2 と比較するとユー

ザへのインセンティブを 5000 円から 6000 円に上げており、効果が上がる可能性は十分に

あると考えられるメール広告であった。実際クリック数やアクション数を見ると媒体 3 が

最も高い結果となった。メール広告にはこれまで述べてきたように効果が良いまたは悪い

要因は多岐に渡ってある。インセンティブを上げたこと、ランディングページをアンケー

ト型のものにしたことから、アクションへと繋がったことも考えられるが、ユーザの属性

を考えると、40 代を中心とした女性で構成される媒体という点では大きな差はないと考え

られる。配信のタイミングによる差を見た時、媒体 2 は平日 9 時に配信し、媒体 3 は平日

18 時に配信していることから、平日は朝よりも夜のほうが効果的なのではないかと考えら



 

れる。媒体 1、媒体 2、媒体 3、それぞれに有意性があるかどうか確認したい。有意性の検

証には、有意差検定で判断を行う。まず有意差検定で媒体 1 と媒体 2 の有意差を調べると、

有意水準 5%の場合、有意差はあり、媒体 2 のほうが効果は良かった。さらに媒体 2 と媒体

3 を比較した場合、同様に有意水準 5%といった条件で、有意性は存在し、媒体 3 のほうが

良い結果となっている。今回の結果では明確に優位性が出たものの、実際にメール広告配

信を行った際は、メール広告の原稿、会員媒体の構成、媒体の方向性、ユーザへのインセ

ンティブ等異なるので、ユーザの行動が追い、仮説を立てることはできるものの、一概に

傾向を結論付けることは難しい状態にあると考える。 

第 5 章 ダイレクト・レスポンス・マーケティング検証 

前章では、実際にウェブサービスの会員向けにメール広告を配信し、実験を行った。性

別や世代が異なる 3 つの媒体を対象に、合計 68 万通のメール広告の配信を行った。配信後

のメール広告のURLのクリック数とアクション数（保険無料相談のお申込み数）について、

調査を行った。各条件面が不揃いの中、アクションが必要なもの＝時間が掛かるので、平

日は朝よりも夜のほうがURLのクリックも含めて最終的にアクションが増えるのではない

かと考えている。だが、実際に現段階では断言できないため、さらにユーザの行動履歴を

追いながら実証していきたい。同時にさらに広く世代別のデータを取得し、どういったユ

ーザにどのタイミングでメールを配信すれば最も効果が良いかの検証を行っていきたいと

考える。 

5－1 検証方法 

今回の検証方法としては、メールを受信した後、開封されるかどうか、そのメール

の中にある URL をクリックするかどうか、その後アクションが行われるかどうか、を∀チ

ェックしていきたいと考える。アクションに関しては、保険の無料相談でやった場合、前

章の結果から、莫大な人数に送らないと十分な結果が得られず、実証が難しい点から、今

回のアクションの定義は簡単なアンケート回答をアクションとする。前章のメール広告配

信は全てテキストメールで行った。テキストメールではメールの開封率が判断できないた

め、今回送るメールは HTML メールを使用し、開封数を確認できるようにする。メールか

らの飛び先はその後それぞれ 1 人 1 人ユニークな URL を設置し、どのユーザがいつアクセ

スしたかが分かるようになっている。ユーザはメールの受信、開封、クリック、アクショ

ンといった流れの行動を行う事になる。今回の検証は、メールを送信した後、開封される

か、URL がクリックされるか、アンケートに回答するか、それぞれの動きを取得するため、

各ステージにおいて離脱が発生することが予測される。離脱を少なくするために、アクシ

ョンは簡単なアンケートを用意している。アンケート自体は、時間に換算すると 30 秒程度

で回答できる 3 つのアンケート項目が用意されており、全て選択型の内容となっている。

HTML メールを読む時間を考えても合計 10 分も掛からない内容となっている。この実証で

大事なのはどのアンケートに答えたか、といった回答項目ではなく、どのパターンで配信

したユーザ層が最もアクションを起こしたか、といったところにある。その点を考慮し、

アンケートは簡単に回答できるものにしている。よって本論ではアンケートの回答結果（何

に答えたか）に関する記述は控える事とする。前章でのメール広告配信では、媒体の性別

構成比率、世代構成比率についてはわかったものの、最終的に誰がクリックしたか、アク

ションに繋がったか、詳細の情報までは取得できていない。今回の実証では、メール文言

とランディングページは全て共通の内容とし、ユーザ属性と配信のタイミングのみを異な

る形でメール配信を実施する。ユーザ属性と配信タイミングは全 48 通りのパターンを設け

て、行う。パターンについては下記の通りとなっている。 

年代：4通り 20 代 30 代 40 代 50 代 

性別：2通り 男性 女性   

時間帯：3通り 朝(9:00) 昼(12:00) 夜(18:00)  

配信日：2通り 平日 休日   

（※図表 42．ダイレクト・レスポンス・マーケティング メール配信パターン） 



 

年代は 20 代から 50 代の 4 通り、性別は男性女性の 2 通り、時間帯は朝昼夜の 3 通りであ

りそれぞれ朝は 9 時／昼は 12 時／夜は 18 時となっている。配信日は平日休日の 2 通りで

行う。4 通り×2 通り×3 通り×2 通りとなり、合計 48 パターンそれぞれにメールを送信行

う。全て同等の HTML メールの配信となり、1 パターンに付き 100 通のメールを送り、合

計 4800 通の送信を行う。今回のメール配信では、媒体特徴による影響がないようにユーザ

は全て保険ゲートに過去お申込みを行ったことがあるユーザに対してメール配信を行う。

共通として言えることは、保険の加入及び保険の見直し等に興味のあるユーザであり、ウ

ェブサービスで個人情報等の入力に抵抗のないユーザである。実際に下記がユーザに送っ

た HTML メールである。特にインセンティブを付けずメールを送信した。 

 
（※図表 43．ダイレクト・レスポンス・マーケティング HTML メール原稿） 

 HTML メールの内の「アンケートはこちら」もしくは「回答はこちらから」と記載され

た画像をクリックすると、アンケート回答ページへと遷移する。アンケート回答ページで

は、全部で 3 つの質問があり、1 つの質問に対し 1 つ回答を選択し、進めていく形となって

いる。1 つ目の質問は、「あなたが保険を選ぶときにもっとも重視したものは何ですか？」

といった内容になっており、これに対する回答は「保険料」、「保障内容」、「保険会社の方

の人柄」、「保険の専門家（ファイナンシャルプランナー）等の意見」、「保険会社のブラン

ド力」、「友人・知人等との関係性」、「その他」となっている。2 つ目の質問は、「保険の見

直しをしようと思ったきっかけは何ですか？」といった内容になっており、これに対する

回答は「保険料が高いと感じていたから」、「保障内容に不安や不満があったから」、「保険

会社やその担当者に不安や不満があったから」、「保険の専門家（ファイナンシャルプラン

ナー）に勧められたから」、「就職や転職、結婚・出産等で生活の状況が変わったから」、「キ

ャンペーンが魅力的だったから」、「その他」となっている。3 つ目の質問は、「保険につい

ての豆知識や情報を定期的に知らせて欲しいと思いますか？」といった内容になっており、

これに対する回答は「知らせて欲しい」、「必要ない」となっている。実際のページは下記

の図の通りである。 



 

 
（※図表 44．ダイレクト・レスポンス・マーケティング アンケート回答ページ） 

ユーザが回答を終えると、サンクスページと呼ばれるページに遷移し、「アンケートへのご

協力ありがとうございました。」と表示される。 

 
（※図表 45．ダイレクト・レスポンス・マーケティング アンケート回答後サンクスペー

ジ） 

  5－2 検証結果 

実際に配信後の結果についてみていきたい。早速だが、4800 人のユーザにメールを配

信すると、アンケート回答ページまで表示したユーザは 721 人となった。クリック率につ

いては 15%となっている。性別・年代・配信タイミングによって、大きく差が出る結果と

なった。最もクリックの多かったユーザ属性は、順に 40 代男性（132 人）、30 代男性（123

人）、50 代男性（122 人）となっている。反対に最もクリックの少なかったユーザ属性は、



 

順に 20 代男性（20 人）、20 代女性（40 人）、30 代女性（92 人）となっている。クリック

の少ない年代に注目すると、20 代が男女ともの少なく、他の年代と比較しても数倍の違い

が表れた。配信タイミング別にみると、順に休日夜（155 人）、休日昼（148 人）、休日朝（134

人）となっており、全体的に休日のほうが高い数値となっている。性別年代配信タイミン

グを掛け合わせて個別に見てみると、最も数値の高い結果となったのは 30 代男性の休日朝

となっており、クリック数は 41 となっている。その次はクリック数 31 で男性 40 代休日夜

となっており、次いでクリック数 30 の 50 代男性という結果になった。20 代男性の平日昼

と休日朝では、最もクリックが少なく、同数値でクリックしたのは 2 人という結果になっ

た。有意性についても見ていきたい。図表 46 の数式を使った有意差検定では、最も反応の

良かった 40 代男性を対象に見てみると有意水準 5%において、30 代男性、50 代男性に有意

性はないものの、20 代男性と比較すると有意性はある結果となった。配信タイミング別に

みてみると、最も多かった休日夜の配信については、休日朝昼と有意性はなかったが、平

日においては朝昼夜全て有意性がある結果となっている。有意性の検証については全て図

表 46 の式を使うものとする。 

 
（※図表 46．ダイレクト・レスポンス・マーケティング 有意差検証式） 

48 通りで見た時、男性 30 代休日朝に配信した 41 人といった最も人数の多かったパタ

ーンについて、どこまでの範囲に対して優位性があると考えられるか調査した。結果とし

て、有意水準 5%の場合、クリックした数が 25 人以下の場合は、優位性があった。今回の

ケースで言うと、男性 40 代、男性 50 代の休日夜に配信したパターン以外は、全て有意性

があった。 

N=721 
平日 平日 平日 休日 休日 休日 

合計値 
朝 昼 夜 朝 昼 夜 

男 20 代 3 2 4 2 4 5 20 

男 30 代 10 6 23 41 25 18 123 

男 40 代 17 27 22 12 23 31 132 

男 50 代 14 14 17 18 29 30 122 

女 20 代 6 5 8 5 6 10 40 

女 30 代 11 5 12 20 26 18 92 

女 40 代 12 6 20 16 22 22 98 

女 50 代 11 15 14 20 13 21 94 

合計値 84 80 120 134 148 155 
 

（※図表 47．ダイレクト・レスポンス・マーケティング 48 パターンクリック結果） 

次はクリック後のアンケート回答数についてみていきたい。アンケートの合計回答数につ

いては 576 人となった。4800 通のメール配信から考えると、12%となっており、URL の

クリック数から計算すると、約 80%の回答率となっている。アンケートの回答数について

もユーザ属性や配信のタイミングによる影響が出ている。最も回答が多かったユーザ属性

は、順に 40 代男性（105 人）、50 代男性（101 人）、30 代男性（85 人）となっている。反

対に最も回答が少なかったユーザ属性は 20 代男性（15 人）20 代女性（37 人）、30 代女性

（76 人）となっている。この順位及びユーザ数は、URL をクリックした並びと非常に近い

数値となっている。配信タイミング別にみると、最も多かったのは、順に休日夜（129 人）、

休日朝（110 人）、休日昼（108）人となっており、この順位も同様に URL のクリック数と

類似した数となっている。性別年代配信タイミングを掛け合わせて個別に見てみると、最

も数値の高い結果となったのは 30 代男性休日朝となっており、30 人のユーザがアンケート



 

に回答した結果となった。その次に多かったのは、40 代男性と 50 代男性の休日夜となって

おり、同率で回答ユーザ数は 24 人となっている。反対に回答者数が少なかったのは、20

代男性休日朝となっており、1 人のみだ。その次に数値が低かったのは、20 代男性平日昼

と平日夜になっており、それぞれ回答ユーザは 2 人という結果となった。20 代男性は全体

的に回答数が少なく、全て一桁という結果になっている。有意性について考えていきたい。

最も多い男性 30 代休日の 30 人のアクションについてだが、有意差検定を実施すると、有

意水準 5%の場合、アンケート回答 16 人以下は有意性があるという結果になった。30 代男

性だけを見るとすべての配信タイミングと比べた場合、優位性があり、休日朝という属性

別にみた時、女性 30 代において有意性はなかったものの、その他の性別世代においては有

意性が見られた。 

N=576 
平日 平日 平日 休日 休日 休日 

合計値 
朝 昼 夜 朝 昼 夜 

男 20 代 3 2 2 1 3 4 15 

男 30 代 7 6 15 30 12 15 85 

男 40 代 13 22 20 11 15 24 105 

男 50 代 14 13 14 15 21 24 101 

女 20 代 5 5 7 5 5 10 37 

女 30 代 5 4 10 17 22 18 76 

女 40 代 10 4 14 16 19 18 81 

女 50 代 8 13 13 15 11 16 76 

合計値 65 69 95 110 108 129 
 

（※図表 48．出典：ダイレクト・レスポンス・マーケティング 48 パターン広告結果） 

URL をクリックした後アンケートに回答した率は約 80%となっているが、ここにもユーザ

属性と配信タイミングによる差が出てきている。最もクリック後に回答率が悪かったのは、

30 代女性平日朝となっており、45%となっている。その次が 30 代男性休日昼に配信したメ

ールの結果であり、実に 48%という数値になった。続いて男性 20 代ではサンプル数が少な

い問題もあるが、50%という結果になっている。 

 

 

平日 平日 平日 休日 休日 休日 

朝 昼 夜 朝 昼 夜 

男 20 代 100% 100% 50% 50% 75% 80% 

男 30 代 70% 100% 65% 73% 48% 83% 

男 40 代 76% 81% 91% 92% 65% 77% 

男 50 代 100% 93% 82% 83% 72% 80% 

女 20 代 83% 100% 88% 100% 83% 100% 

女 30 代 45% 80% 83% 85% 85% 100% 

女 40 代 83% 67% 70% 100% 86% 82% 

女 50 代 73% 87% 93% 75% 85% 76% 

（※図表 49．ダイレクト・レスポンス・マーケティング クリック後の回答率） 

今度は更に属性や配信タイミングを絞り、傾向を見ていきたい。性別と配信タイミングに

よる URL クリック数とアンケート回答数は下記の表の通りとなる。URL をクリックした

ユーザの割合は男性のほうが多い結果となった。アンケートに回答したユーザについても

同様の男性の割合が高い結果となった。URLクリックしたユーザの男女比は、男性が約 55%、

女性が約 45%となっており、アンケートに回答したユーザの男女比は、男性が約 53%、女

性が約 47%という結果になった。URL をクリックしたユーザ数における配信タイミングご

との数値は全て男性のほうが上回っていたが、アンケート回答による配信タイミングごと

の数値を見ると、唯一休日昼の女性は男性よりも 6 人ほど多く、アクティブであったこと

が分かった。クリックにおける有意性は、男性休日夜の配信が最も多い結果となっており、



 

有意水準 5%の場合、男性の平日朝と平日昼配信にのみ有意性があることが分かった。女性

においては、休日夜配信が最も効果の高い結果となっており、男性時と同様に平日朝と平

日昼の配信にのみ有意性があらわれた。 

N=721 平日 平日 平日 休日 休日 休日 
合計 

 
朝 昼 夜 朝 昼 夜 

男 44 49 66 73 81 84 397 

女 40 31 54 61 67 71 324 

（※図表 50．ダイレクト・レスポンス・マーケティング 性別×配信タイミングクリック

結果） 

N=576 平日 平日 平日 休日 休日 休日 
合計 

 
朝 昼 夜 朝 昼 夜 

男 37 43 51 57 51 67 306 

女 28 26 44 53 57 62 270 

（※図表 51．ダイレクト・レスポンス・マーケティング 性別×配信タイミングアクショ

ン結果） 

次に世代についてみていきたい。世代ごとに分けると、圧倒的に 20 代における URL のク

リックユーザ数及びアンケート回答ユーザ数が少ないことが分かる。URL のクリックに関

しては 30 代と 50 代が近い数字となっており、最も多い世代は 40 代となっている。平日に

おいて、全ての世代ではメール配信を朝行うと、最も URL のクリックやアンケート回答数

が少なく、続いて昼、そして夜といった順番になっている。休日においては、20 代と 40

代と 50 代は同じ傾向にあるが、30 代のみ朝メールを配信したほうが数値は高くなっている。 

N=721 
平日 平日 平日 休日 休日 休日 

合計 
朝 昼 夜 朝 昼 夜 

20 9 7 12 7 10 15 60 

30 21 11 35 61 51 36 215 

40 29 33 42 28 45 53 230 

50 25 29 31 38 42 51 216 

（※図表 52．ダイレクト・レスポンス・マーケティング 世代×配信タイミングクリック

結果） 

N=576 
平日 平日 平日 休日 休日 休日 

合計 
朝 昼 夜 朝 昼 夜 

20 8 7 9 6 8 14 52 

30 12 10 25 47 34 33 161 

40 23 26 34 27 34 42 186 

50 22 26 27 30 32 40 177 

（※図表 53．ダイレクト・レスポンス・マーケティング 世代×配信タイミングアクショ

ン結果） 

次は配信タイミングについて朝昼夜の 3 通りと平日休日の 2 通りを掛け合わせた数値を見

ていきたい。トータルの数字からいくと、前章で仮説としてあげたように朝と夜を比較す

ると、夜のほうが効果は良いと言える。朝、次に昼、そして夜の順番に効果は良くなって

いる。URL クリック数において、平日の朝と昼では、朝のほうが数値は高く出ており、合

計値は朝 218 人、昼 228 人と 10 人の差となった。朝と夜と比較すると、57 人の差が出て

おり、効果の差はわかりやすく出ている。アンケート回答数を見ると、朝の合計値は 175

人、昼は 177 人となっており、非常に僅差な結果となっている。こちらも朝と夜と比較す

ると、49 人の差となっており、効果の差は歴然である。有意性について、検証していきた

い。クリックの効果について、最も数値の高かった休日夜と比較し、有意水準 5%の場合、

平日朝と平日昼では有意性が見られた。アクションについては、最も数値の高かった休日



 

夜と比較し、平日朝平日昼では有意性が見られた。 

N=721 平日 休日 合計 

朝 84 134 218 

昼 80 148 228 

夜 120 155 275 

（※図表 54．ダイレクト・レスポンス・マーケティング 配信時×配信日クリック結果） 

N=576 平日 休日 合計 

朝 65 110 175 

昼 69 108 177 

夜 95 129 224 

（※図表 55．ダイレクト・レスポンス・マーケティング 配信時×配信日アクション結果） 

クリックしたユーザの性別と時間帯についてまとめてみると、やはり全体的には夜が最も

効果が良いと出ている。男性は、配信時間帯を昼にした際のほうが高い数値が出ているが、

女性の場合は、朝と昼では僅差で朝のほうが良い結果となった。アンケートの回答数では、

全体的には夜が最も数値が高く、男性の場合、朝と昼では同数となっており、女性の場合

は昼のほうが朝よりも数値が高くなっており、クリックとは反対の結果になった。クリッ

クの有意性について調べてみると、有意水準 5%の場合、男性夜の配信に対して、男性朝の

配信は有意性があった。女性においては、特に有意性は見られなかった。アクションの有

意性については、特に有意性は見られない結果となった。 

N=721 朝 昼 夜 

男 117 130 150 

女 101 98 125 

（※図表 56．ダイレクト・レスポンス・マーケティング 性別×配信時クリック結果） 

N=576 朝 昼 夜 

男 94 94 118 

女 81 83 106 

（※図表 57．ダイレクト・レスポンス・マーケティング 性別×配信時アクション結果） 

ここでクリック数やアンケート回答数ではなく、ユーザがメールを開いたかどうかについ

て確認しておきたい。開封率を配信タイミング別にみてみると、平日朝 43.18%、平日昼

42.48%、平日夜 44.78%、休日朝 48.18%、休日昼 48.30%、休日夜 52.76%となっている。 

平日と休日を比較すると、休日のほうが全体的に開封率は良い結果となっている。配信時

間帯で見てみると、朝と昼は僅差であるが、夜と比較すると、夜のほうが開封率は高くな

っている。有意性についてはなかった。 



 

 
（※図表 58．ダイレクト・レスポンス・マーケティング HTML メール開封率） 

最後に 1 時間ごとの URL クリック数とアンケート回答数についてみていきたい。0 時台か

ら開始し、23 時までのそれぞれの URL クリック数とアンケート回答数をまとめた。9 時と

12 時と 18 時にメール配信を行っているため、この 3 つの時間帯については、グラフでも

見てわかるように件数が伸びている。メール配信後は、緩やかに件数は減少していく形と

なっているが、19 時以降、件数は安定しており、23 時以降の件数は、急速的に下降する推

移を示している。 

 
（※図表 59．ダイレクト・レスポンス・マーケティング 時間帯別クリック数とアンケー

ト回答数グラフ） 

時間帯 URL クリック アンケート回答 時間帯 URL クリック アンケート回答 

0 時台 15 11 12 時台 74 59 

1 時台 8 6 13 時台 37 32 

2 時台 2 1 14 時台 31 22 

3 時台 7 6 15 時台 30 26 

4 時台 6 3 16 時台 20 16 

5 時台 2 2 17 時台 45 31 

6 時台 4 1 18 時台 76 58 

7 時台 5 4 19 時台 45 37 

8 時台 15 13 20 時台 47 41 



 

9 時台 65 51 21 時台 48 42 

10 時台 44 33 22 時台 46 36 

11 時台 28 28 23 時台 21 17 

（※図表 60．ダイレクト・レスポンス・マーケティング 時間帯別クリック数とアンケー

ト回答数一覧表） 

第 6 章 考察 

これまでのデータから、ダイレクト・レスポンス・マーケティングにおけるユーザの行

動が明らかとなった。メール配信を効果的に行う場合は、平日朝平日昼に実施するよりも

休日夜に実施することが望ましい。男性においては朝よりも夜に配信したほうが効果的で

あることも明らかとなった。配信後のユーザの推移についても明確になった。本論で行っ

た研究はあくまで保険ゲートにお申込みを行ったユーザを対象としており、48 パターンに

分け、それぞれ 100 通ずつメールを配信した結果となっている。ダイレクト・レスポンス・

マーケティングの研究であるため、アクションが取れる仕組みで実験を行った。本論では、

保険の無料相談のお申込みとアンケートの回答といった 2 つのアクションを題材に調査を

行った。ユーザ属性とメール配信のタイミングについて述べてきたが、アクションが発生

する要因はほかにもあり、ユーザの趣味嗜好やページのデザインといったところにも大き

く変動する可能性がある。ランディングページの見せ方は無限にあり、商品やサービスが

あふれているこの時代において、本論で示すダイレクト・レスポンス・マーケティングに

おけるユーザ行動分析は、属性と配信タイミング別に共通のメール原稿及びページを用意

して実施を行ったので、その点における有意性は、一般的な商品やサービスでも当てはま

る、本質的な、ユーザの行動調査であると考える。商品内容やサービス内容は安易に変更

することはできないが、広告主がメール配信のタイミングを指定することはでき、それに

よる効果は期待できるものである。ユーザの趣味嗜好興味関心といった内容まで取得でき

ればより効果的な研究となり、今後の展望として考えられる。本論でのダイレクト・レス

ポンス・マーケティングにおけるユーザ行動分析に関する研究はその一歩手前の、性別、

世代、配信時間帯、配信日を考慮したユーザ行動分析という位置付けになっている。 
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